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中小機構のご紹介

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
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中小機構は、国の中小企業政策の中核的な実施機関として、
起業・創業期から成長期、成熟期に至るまで、企業の成長ス
テージに合わせた幅広い支援メニューを提供しています。

地域の自治体や支援機関、
国内外の他の政府系機関
と連携しながら中小企業
の成長をサポートしてい
ます。
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事業継続力強化計画について

2019年7⽉16⽇施⾏

⾃然災害の頻発化や経営者の⾼齢化によって
中⼩企業の多くが事業活動の継続が危機に

中⼩企業の災害対応⼒を⾼めてもらい
事業活動の継続を⽀援しなければならない

「中⼩企業強靭化法」
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事業継続力強化計画認定の枠組み

中小企業・小規模事業者

（北海道経済産業局）
経済産業大臣

②認定①計画を策定し申請
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認定企業への支援策

•低利融資、信用保証枠の拡大等の金融支援
•防災・減災設備に対する税制措置
•補助金（ものづくり補助金等）の優先採択
•連携企業や地方自治体等からの支援措置
•中小企業庁HPで認定を受けた企業の公表
•認定企業が活用できるロゴマーク

•道内では1862社が認定済
（令和5年12月末時点）
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事業継続力強化計画に記載すべきこと

•自社の事業概要

•事業継続力強化に取り組む目的

•事業活動に影響を与える自然災害等の想定

•災害等が発生した場合における対応手順

•事業継続力強化に資する対策及び取組

•平時の推進体制の整備

•実施（計画）期間
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事業継続計画（BCP)とは

Business Continuity Plan

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合に
おいて、

•事業資産の損害を最小限にとどめつつ、
•中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能と
する
ために、
•平常時に行うべき活動や
•緊急時における事業継続のための方法、手段
などを取り決めておく計画のこと。

（中小企業庁）
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BCPと事業継続力強化計画の違い
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事業継続計画（ＢＣＰ)

事業継続力強化計画

① 重要業務と目標復旧時間の決定
② 事業継続戦略（復旧・代替など）
③ 業務復旧・再開対応体制と再会プロセスの明確化
④ 継続的改善プロセスの明確化と訓練計画

① 事業継続力強化の必要性の認識
② 災害・脅威の認識と想定される被害の把握
③ 初動対応の策定
④ 事業継続に向けた事前準備（人・モノ・金・情報）
⑤ 実効性を高める取組（計画の見直し・訓練等）

認定制度なし

認定制度あり



企業経営を取り巻く脅威

事業の継続が困難になると想定するリスク
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2022年版中⼩企業⽩書p65

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho.html


多発する自然災害

•地震
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北海道胆振東部地震
2018.9.6

最⼤震度7、死者42⼈、住宅全壊462棟、
最⼤295万⼾停電、６.８万⼾断⽔

熊本地震
2016.4.14、4.16

最⼤震度７、死者273⼈、住宅全壊8667棟、
最⼤47.7万⼾停電、44.5万⼾断⽔

東⽇本⼤震災
2011.3.11

最⼤震度7、死者⾏⽅不明者22,288⼈、
住宅全壊121,996棟



多発する自然災害

•風水害
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令和2年7⽉豪⾬
(2020.7.3-31)

（九州から⻄⽇本東⽇本へと被害拡⼤）
死者84⼈、住宅全壊1620棟、床上浸⽔
1652棟

令和元年東⽇本台⾵
(2019.10.10-13)

（関東東北縦断台⾵19号）
死者118⼈、住宅全壊3263棟、床上浸⽔
7710棟、約３万⼾停電、16.8万個断⽔
農業被害3446億円

平成30年7⽉豪⾬
(2018.6.28-7.8)

（九州北部、四国、中国、近畿、東海に前
線が停滞、岡⼭県倉敷市真備町の浸⽔）
死者224⼈、住宅全壊6758棟、床上浸⽔
8567棟、75300⼾停電、26.3万個断⽔、
農業被害3400億円



多発する自然災害（道内）

•北海道の大きな自然災害（災害救助法の適用実績（防災白書から））
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2000.3.29 有珠⼭噴⽕

2003.8.9 台⾵10号

2006.11.7 佐呂間町⻯巻

2012.11.27 胆振⽇⾼暴⾵雪

2016.8.30 台⾵10号

2018.9.6 北海道胆振東部地震



太平洋沿岸の津波想定

14

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について（北海道2022/7/28）



BCP策定の実態

2022年版中小企業白書p64
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https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho.html


BCP策定の実態

•被災経験の有無別に見た、BCP を策定していない事業者における今後の
策定予定

2019年版中小企業白書p451
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https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2019/PDF/2019_pdf_mokujityuu.htm


被災企業が認識する被害状況

2019年版中小企業白書p402

1. 出勤不能
2. 売上減少
3. インフラの途絶
4. 建物・設備の破損・浸水
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https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2019/PDF/2019_pdf_mokujityuu.htm


BCP策定の効果

事業継続計画（BCP)を策定したことによる効果
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2022年版中小企業白書p67

• 事業の優先順位が明確に
• 業務のマニュアル化
• 取引先からの信頼向上
• 業務改善・効率化

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho.html


取組事例
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•ハザードマップの情報を基に事業所を高台移転

（静岡県焼津市 介護施設 17事業所 利用者230名）

東⽇本⼤震災を契機にBCPセミナー参加

事業所の⼀つが津波浸⽔想定区域に

移転費⽤負担は⼤きく、社内でも反対の声

利⽤者・従業員の安全確保が最重要と新築
移転を社⻑が決断

2019中⼩企業⽩書掲載事例



取組事例
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•被災を契機にBCPを策定、訓練により災害対応力を充実させる

（宮城県石巻市 加工食品製造 従業員193名）

東⽇本⼤震災で被災
⼯場が６ｍの津波被害で稼働再開まで４か⽉

ＢＣＰを策定、事前対策を強化
防災訓練は年間５０回超

被災時に従業員⼀⼈⼀⼈が⾃主的に考え
⾏動できる環境を整備できた

「⾷品業界は⾷品安全の取組が優先され、事
業継続が後回しになりやすいが、⾵評被害な
ど災害に関するリスクは⼤きい。」 2019中⼩企業⽩書掲載事例



取組事例
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•事業所が浸水被害を受けたが、保険金で事業継続可能に

（福岡県柳川市 金属加工 従業員54名）

取引先からＢＣＰ策定を勧められ
⾵⽔害を想定したＢＣＰ策定に着⼿

策定過程で損害保険を確認すると
⼯場や機械が対象外であることが判明し、
すぐに⽔災補償を加えて契約を更新

直後の九州北部豪⾬で⼯場が浸⽔被害

保険⾦1.7億円で⼯場を復旧させ、
尽⼒してくれた従業員に賞与を⽀払い 2019中⼩企業⽩書掲載事例
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検索中⼩企業庁 事業継続⼒強化計画

事業継続力強化計画の策定準備
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事業継続力強化計画策定の手引き等

制度概要
単独計画
策定の手引き

連携計画
策定の手引き

Q&A集

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm#tebiki

事業継続力強化計画の策定準備

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
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中⼩機構の「事業継続⼒強化計画を作ろう︕」のページに計画策定のための
補助ツールが公開されている。（記載上の注意を含めword6ページ）

https://kyoujinnka.smrj.go.jp/guidance/application.html

事業継続力強化計画の策定準備

https://kyoujinnka.smrj.go.jp/guidance/application.html
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事業継続⼒強化計画作成補助ツール word形式6ページ

事業継続力強化計画の策定準備



事業継続力強化計画の策定ステップ
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• 事業継続力強化の目的の検討１

• 災害リスクの確認・事業への影響を想定2

• 初動対応の検討3

• ヒト・モノ・カネ・情報への対応の検討4

• 平時の推進体制を検討5



Step1： 事業継続力強化の目的の検討
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事業継続⼒の強化を図るうえで、まずはその⽬的を考えることが重要。
そのため、事業継続⼒強化の第1ステップは、「何のためにこの取り組みを⾏うのか」を明らか
にすることから始まります。

n ⾃らの事業継続⼒強化が、⾃然災害や感染症等が起こった際に、経済社会等に与える
影響の軽減に資する観点（特に以下の3つ）を踏まえて記⼊します。

⽬的を記⼊するポイント

• 間接的な影響により地域産業
に損失を与える

• 商品・サービスの供給責任を
果たせない

• 経営が⽴ち⾏かない
• 雇⽤を維持できない

事業の継続を図る

顧客・取引先⾃社（従業員） 地域産業

⾃社（従業員）を守る 顧客からの信⽤を守る 地域経済の活⼒を守る



Step1： 事業継続力強化の目的の検討
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（１）「⾃社の事業活動の概要」の記⼊

＜注意＞
サプライチェーンにおける役割または地域
経済などにおける役割の記載がない場合、
計画書の不備として認定の対象とはなりま
せん。

（記⼊例）
当店は、地域において野菜を主に販売しており、⼀
般顧客だけでなく、地域の複数の飲⾷店へ野菜を卸
しており、当店が早期復旧しないと、これら飲⾷店
への影響を及ぼす。

策定の手引き



Step1： 事業継続力強化の目的の検討
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（２）「事業継続⼒強化に取り組む⽬的」の記⼊

（記⼊例）
下記３点を⽬的に、事業継続⼒強化に取り組む。
1. ⾃然災害発⽣時において、⼈命を最優先として、従業員と従業員
の家族の安全と⽣活を守る。

2. 部品の供給の継続、⼜は早期の再開により、お客様への影響を極
⼒少なくする。

3. 地域社会の安全に貢献する。

（記⼊例）
下記２点を⽬的に事業継続⼒強化に取り組む。
1. 災害時においても物品の供給を継続し、お客様や地域の雇⽤への
影響を最⼩限に抑える。

2. 感染症の発⽣時においても⼈命を最優先して、社員と社員の家族
の安全と⽣活を守る。



Step2： 災害リスクの確認・認識
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⽬的が決まったら、次にやるべき事項は「⾃社を取り巻く災害リスクの認識」。
①ハザードマップ等を活⽤しながら、まずは事業所や⼯場が⽴地している地域の災害リスクを
認識・確認します。
②被害想定を基に、「ヒト（⼈員）」「モノ（建物・設備・インフラ）」「カネ（リスクファ
イナンス）」「情報」の切り⼝から、⾃社にどのような影響が⽣じるかを考えていきます。

①ハザードマップ等でリスクを調べる ②被害想定を基に⾃社の影響を考える
洪⽔浸⽔想定区域図 震度分布図

震度6強の地震が起きたら…
洪⽔が起きたら…

①従業員はどうなる？
②建物・設備等はどうなる？
③お⾦はどうなる？
④データ等はどうなる？



Step2： 災害リスクの確認・認識
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「J-SHIS MAP（http://www.j-shis.bosai.go.jp/map/）」（国⽴研究開発法⼈防災科学技術
研究所）を使えば、指定した地点の地震の⼤きさと「発⽣確率」調べることが可能です。

地震の発⽣確率を調べたい地
点をダブルクリックすると発
⽣確率が表記される

住所を⼊⼒することで
拠店を地図上にプロット
できる

http://www.j-shis.bosai.go.jp/map/


Step2： 災害リスクの確認・認識
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洪⽔、⼟砂災害の危険性を調べます

■国交省「重ねるハザードマップ」がおすすめ！
「住所情報」や「GPSの位置情報」で、ピンポイントで浸⽔深を調べることが可能！

①住所を⼊⼒②洪⽔ボタンを選択

洪⽔は以下２種類から選択
＜想定最⼤規模＞
データ未作成＆登録されていな
い情報が⼀定あることに留意

＜計画規模＞
データの網羅性はある

https://disaportal.gsi.go.jp/maps/

③浸⽔が想定される
⽔深が表⽰される

https://disaportal.gsi.go.jp/maps/


Step2： 災害リスクの確認・認識
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（３）「事業活動に影響を与える⾃然災害等の想定」の記⼊

（記⼊例）
当社の事業拠点は札幌市中央区にあり、
• 今後30年以内に震度６弱以上の地震が発⽣する確率がXX.X％（J-
SHIS地図参照）。当該地震による津波は想定されていない。
• ⽔災時に3.0m〜5.0mの浸⽔（札幌市ハザードマップ参照）。
が予想される地域である。

また、例年、年に数回、台⾵が通過していることから、⾵害や⼀時
的な豪⾬による被害も想定される。

（記⼊例）
※感染症の記⼊例
当社の事業拠点は、札幌市中央区にあり、感染者が増加している状
況を鑑みると、新型コロナウイルス感染症等の感染拡⼤による影響
が想定される。

過去の災害記録は、市町村の「地域防災計画」に記録されている可
能性が⾼い。
過去の災害記録は、市町村の「地域防災計画」に記録されている可
能性が⾼い。



Step2： 災害リスクの確認・認識

34

⾃然災害等の影響は経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）の観点で考えます。

経営資源 影響（例）
①ヒト • 従業員が⾃然災害の直接的・間接的影響で死傷する。

• 公共交通機関などの問題で従業員が出社できない。
• スキルや決裁権限を有している従業員（キーマン）が出社できない。
• ⾃宅が倒壊し、当⾯出社できない。

②モノ • 地震の揺れで建物が使⽤不能になる。
• 地震の揺れや浸⽔により、設備が損壊する。
• 電気、⽔、ガスなどの供給が停⽌することで、設備が動かせなくなる

③カネ • 復旧のために多額の費⽤を要する。休業損害が⽣じる。
• 保険や共済に加⼊していないため、災害発⽣時に、資⾦繰りが困難になる

④情報 • 通信網の途絶により外部サーバーが利⽤できなくなる
• 社内サーバーが損傷し、各種システムを使⽤できなくなる
• データのバックアップを取得しておらず、復旧できない

⑤その他 • 物流が⼨断することで、サプライヤーから原料等が調達されない。
• ⾃社は被災しなかったが、サプライヤーが被災し、原料等が調達されない。
その結果、⾃社の業務が停⽌する。



Step2： 災害リスクの確認・認識
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（４）「⾃然災害等の発⽣が事業活動に与える影響」の記⼊

経営資源ごとに想定した⾃社への影響を、「⾃然災害等の
発⽣が事業活動に与える影響」に記⼊しましょう。

（記⼊例）
（本計画で想定する⾃然災害等）
想定する⾃然災害のうち、事業活動に与える影響が最も⼤きいものは震度６弱の地震であり、
その被害想定は下記の通り。

（⼈員に関する影響）
営業時間中に被災した場合、設備の落下、避難中の転倒などにより、けが⼈が発⽣する。また、
公共交通機関が停⽌すれば、従業員が帰宅困難者となるほか、夜間に発災した場合、翌営業⽇
の従業員の参集が困難となる。併せて、従業員の家族へも被害が⽣ずる。
これら被害が事業活動に与える影響として、復旧作業の遅れ、事業再開時において、特定の従
業員が専属で担当していた部分について業務再開が困難となること、⽣産量が減少することな
どが想定される。
…

＜注意＞
「（⼈員）（建物・設備）（資⾦繰り）（情報）
に関する影響」は必須記載事項です。

項⽬によって影響がほとんどない場合は、⾃社の業態・
規模、所在地域の特性、従来からの対策による効果
など、影響を受けない背景を記載してください。
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想定した災害が発⽣した直後の初動対応を検討します。
①⼈命の安全確保
②⾮常時の体制構築
③被害状況の把握・被害情報の共有

①従業員の避難のルール
②従業員の安否確認のルール
③⽣産設備の緊急停⽌⽅法
④顧客への避難誘導

等

⼈命の安全確保
①災害対策本部の設置基準
②災害対策本部の体制
③上位者不在時の代⾏者
④社内への周知⽅法

等

⾮常時の体制構築
①誰が情報収集をするか
②どのような情報を収集するか
③どうやって情報を収集するか
④緊急時の連絡⼿段

等

被害状況の把握・共有

事前に社内で話し合い、ルールを決めておく
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項⽬ 検討のポイント
従業員の避難
のルール

避難の実施基準
・避難指⽰の伝達⽅法
・避難場所、避難ルートの選定

従業員の安否
確認のルール

・従業員の連絡先リスト（電話番号、メール、SNS等）を作成
・災害⽤伝⾔ダイヤル「171」や、「災害⽤伝⾔板」などの利⽤⽅法
を従業員に周知
・LINE、SNSなどを⽤いた安否確認システムを導⼊

⽣産設備の緊
急停⽌⽅法

・⽣産設備、点検設備、検査設備などの緊急停⽌に関する⼿順書を
作成
・⽔と接触することなどにより⼆次災害の危険性を⽣じさせる化学
物質（アルミ粉末やマグネシウム粉末等）や、流出すると危険な有
害物質（重⾦属、硫酸、油等）は、災害時の安全を配慮して保管す
る

①⼈命の安全確保における検討のポイント
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項⽬ 検討のポイント

災害対策本部の
設置基準

災害対策本部の設置基準を決定する。
（例）○○地区にて
1）震度○以上の地震が発⽣した場合
2）⼤規模な⽔害の危険性が予測され災害対策本部⻑が必要と認めたとき、
3）気象庁より特別警報が出されたときなど

災害対策本部の
体制

・対策本部の役割、構成要員などを定める
・災害対策本部の要員として、事業所から○○km圏内に住む者（※会社の近
隣に居住する従業員の○○⼈）を予め選定する。など

上位者不在時の
代⾏者

・上位者の不在時に備え、代⾏して意思決定を⾏う代⾏者を定める。

②⾮常時の体制構築における検討のポイント
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⾮常時対策本部の体制例

警備班

対策本部⻑

設備班

事務局

救護班 従業員⽀援班安否確認班

組織 役割

①対策本部⻑ 全体統括

②事務局 対策本部の運営

③安否確認班 安否情報の収集

④設備班 建物／設備の被害情報の収集と復旧⼿配

⑤救護班 医療避難所の運営と負傷者の搬送

⑥従業員⽀援班 備蓄品の⽀給と帰宅計画の策定

⑦警備班 警備、社内秩序の維持
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項⽬ 検討のポイント

⼿順の検討
（把握・共有）

・誰がどのような情報を把握し、把握した情報をいつまでに、社内の誰に伝
えるのか、あらかじめ取り決める。
→予め把握すべき情報項⽬を整理したフォーマット（チェックリストな

ど）を準備する
情報の収集先 ・気象情報・防災情報（避難勧告・指⽰の発令状況など）の⼊⼿先を整理し

ておく。
・警察、消防、各種指定公共機関（電⼒、ガス、⽔道など）に問い合わせる
ための連絡先リストを作成する。
・主要な顧客、取引業者の連絡先リストを作成する

情報の伝達⼿段 ・災害時にも連絡が可能となるよう、○○と○○など複数の通信⼿段を確保
する。

＜通信⼿段の確保の例＞複数社の携帯電話、PHS、IP電話、Skype・Line等
の⾳声通話、衛星携帯電話、MCA無線

・HPやSNSの更新は複数の担当者が実施できるようにする

③被害状況の把握・共有における検討のポイント
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項⽬ 検討のポイント
⼈命の安全確保 • 事業所の消毒、従業員の⼿洗い等の徹底

• 体調不良の従業員の出勤停⽌や交代勤務規定の整備
• 出勤前の検温の励⾏
• 従業員へのマスクの着⽤を義務づける

⾮常時の緊急時体
制構築

• 設置基準の策定
• 対策本部の体制整備等

被害状況の把握・
共有

• 感染者発⽣を報告するための連絡先の整備、取引先等へ報
告⽅法、⾃社HP掲載の仕⽅等の確認

• 濃厚接触者の特定⽅法の整理

感染症に関する初動対応の検討のポイント
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「⾃然災害等の発⽣した場合における対応⼿順」の記⼊

項目 初動対応の内容
発災後の
対応時期

事前対策の内容

1
人命の安
全確保

従業員の避難方法 発災直後
• 自社拠点内の安全エリアの設定
• 社内の避難経路の周知・確認
• 避難所までの経路確認

従業員の安否確認 発災直後
• 安否確認システムの導入
• 従業員の連絡網の整備
（携帯電話番号、メールアドレス、SNS等）

生産設備の緊急停
止方法

発災直後 • 緊急時の機器停止手順の周知・確認

… … … … …

＜注意＞
「⼈命の安全確保」に関する内容のうち「従業員の避難」と「従業員の安否確
認」については必ず記載しなければなりません。
また、「⾮常時の緊急体制の整備」、「被害状況の把握」、「被害情報の共有」
についても必須記載事項です。
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Step2で検討したヒト、モノ、カネ、情報への影響を踏まえて、被害を軽減するためにどのよう
な対策を実⾏することが適当かを検討します。

想定する災害
による影響

被害を軽減
する対策
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①ヒトへの対応の例

現状 対応例
業務スキルを有したメンバーが限
られる（そのメンバーがいないと
業務が回らない）。

・⼈事異動や研修等を⾏い、従業員の多能⼯化を進める
（業務スキルを有するメンバーを増やす）。

・災害時には●●社（親事業者や協定先等）や他拠点から
スキルを有する⼈材を派遣してもらう。

緊急時に適切な対応を取れるメン
バーが限られている。

・全社的な教育・訓練を年1回以上⾏うことで、災害対応
要員の数を増やす。

業務の実施に当たり、多数の⼈数
を必要としている。

・●●社（親事業者や協定先等）や他拠点に対し、被災時
に応援要員を派遣してもらうように取り決めをしてお
く。

・OB従業員に対して、被災時に業務を⽀援してもらうよ
うに取り決めをしておく。

在宅勤務やリモートワークの制度
を導⼊していない、もしくは⾃社
の重要業務は在宅勤務・リモート
ワークで対応できない。

・会社の近隣に居住する従業員の●名を緊急参集要員とし
て任命する。
・在宅勤務・リモートワーク制度を導⼊する。
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②モノへの対応の例

現状 対応例
予測される震度に対し、建物へ
の耐震対策が⾏われていない。

（建物の竣⼯が1981年以前、耐震対策未実施の場合など）
耐震性能を診断し、耐震性能が不⾜している建物は耐震補強
⼯事を実施する。

予測される震度に対し、設備へ
の耐震対策が⾏われていない。

・●●（設備）の固定状況、耐震対策を確認し、必要に応じ
て固定または免振装置を導⼊する。
・落下の危険性がある●●については、⾼所で保管せずに
●●へ移動する。

⾮常時における電源の確保を
⾏っていない。

・停電に備え、●●を設置する（充電⽤モバイルバッテリー、
蓄電器、発電機等）
・停電によるIT停⽌に備えて、代替⼿段（⼿作業等）を実施
する。

⽔道の停⽌に備えた対策が⼗分
に⾏われていない。

・●●川からの採⽔に向け、ポンプを備蓄する。
・●●にある井⼾を利⽤可能な状態で維持する。
・●●（他社・近隣等）と、⽔の利⽤に関する取り決めをし
ておく。

その他（ガラス、天井、⽕災対
策）対策が⾏われていない。

・ガラスの⾶散防⽌策を実施する。
・落下対策を実施する。
・感電ブレーカーを設置する。
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③カネへの対応例

現状 対応（事前対策）の例
資⾦⾯の想定被害を把握してい
ない。

ハザードマップ等を基に、
①⾃社の建物や設備にどの程度の被害額が⽣じるか（復旧に
必要な⾦額）
②代替⽣産の為の費⽤、従業員の給与、買掛⾦⽀払等どの程
度の資⾦が必要かを想定する。

保険や共済に加⼊してない。 ・事業停⽌や損害に備えて、保険・共済に加⼊する。

保険や共済による建物や設備損
壊等への補償が不⼗分である。

・建物や設備損壊等への補償が不⼗分と想定した場合、地震
保険や地震共済の加⼊を検討する。

災害直後の運転資⾦に対する補
償が不⼗分である。

・災害直後の運転資⾦に備え、休業中の利益を補填する保険
や融資枠の確保を⾏う。
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④情報への対応例

現状 対応（事前対策）の例
データのバックアップを実施し
ていない。

・データのバックアップを●●の頻度で取得する。
・PCでのデータと併せて、紙での保管も実施する。

バックアップデータを近隣の施
設に保管している。

バックアップデータについて、遠隔地保管やクラウドサービ
ス利⽤等により、同時に被災しない仕組みを構築する。
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感染症対策の観点での対策例

現状 対応（事前対策）の例
＜ヒト＞
業務スキルを有したメンバーが
限られる（そのメンバーがいな
いと業務が回らない）。

• 全国及び地域の感染状況や⾏政の指導等、最新の情報を
基に、交代勤務を導⼊する。

• 在宅勤務を可能とする環境整備をする。
• 参加者が⼀定数を超える会議の延期若しくは中⽌または、
オンラインによる実施の検討をする。

• ワクチン接種を奨励する。

＜モノ＞
感染予防⽤の資材の準備がない。

• マスクや消毒液等の衛⽣⽤品を平時から備蓄しておく。
• 事務所内の従業員間の適正距離が保たれるよう机の配置
を⾒直す。

＜カネ＞
感染症流⾏時の運転資⾦に対す
る補償が不⼗分である。

• 光熱費の減免措置や、給付⾦等の公的⽀援策を事前に調
べ、要件を満たしている場合には、直ちに活⽤可能な状
態にしておく

• 休業損害等を補償する保険への加⼊を検討する

＜情報＞
感染症流⾏時に備えた情報シス
テムが構築されていない。

• 在宅勤務の実施に向けたテレワークシステムを導⼊する。
• 従業員の個⼈使⽤パソコンのセキュリティ状況をチェッ
クするなど、テレワークが実施可能な状態にしておく。
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「事業継続⼒強化に資する対策及び取組み」の記⼊

A ⾃然災害が発⽣
した場合におけ
る
⼈員体制の整備

＜現在の取組＞
• 現在、具体的な対策は⾏っていない。

＜今後の計画＞
• 事業所から10km圏内に居住する従業員を緊急参集担当に任命する。⾮

常時に職員が参集できるよう、緊急参集担当には、電動機付き⾃転⾞
を貸与する。

• ⾃然災害時を想定して、従業員の多能⼯化を進める。この取組は、増
産対応が必要な場合にも有効に機能する。

• 他地域（○○県○○市）の⾃社⼯場との間で、⼈員融通のための体制
を整備する。また、これらの取組が有効に活⽤できるよう、平時から
複数の⼯場間の⼈事交流を⾏う。

… … …

＜注意＞
＜現在の取組＞と<今後の計画＞
に分けて記載することが必要です。

＜注意＞
「事業継続⼒強化に資する対策及び取組」欄はA〜D（
A：⼈員体制の整備／B：設備、機器及び装置の導⼊／
C：資⾦の調達⼿段の確保／D：重要情報の保護
）のうち⼀つ以上の記載必須です。
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事業継続⼒の強化においては、平時の取り組みが⼤切です。
平時から繰り返し取り組むことで、緊急時においても落ち着いて適切に対応する可能性を上げ
ることができます。

n 経営層の指揮の下、計画の内容を実施すること（平時の推進体制に経営陣が関与）
n 年に⼀回以上の訓練を実施すること、取組内容の⾒直しを定期的に実施すること

平時の取組を検討するポイント

経営陣が関与した、全社的な取り組みが求められる
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「平時の推進体制、実効性確保の取組」の記⼊

（記⼊例）
計画の推進及び訓練・教育については、代表取締役社⻑の指揮の下、実施する。
社内の管理職全員で組織する「防災・減災対策会議」（年２回開催）において、具
体的な取組を検討・決定する。
毎年５⽉を⽬処に、全従業員参加の訓練を実施することとし、訓練に合わせて、従
業員への教育も実施する。
また、実態に則した計画となるように、年１回以上計画の⾒直しを実⾏する。

＜注意＞
実効性の確保には、経営層の関与が必要不可⽋です。必ず、経営層
のコミットメントについて記載してください。
年１回以上の訓練と計画の⾒直しについても必ず記載してください。
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STEP 1 ⽬的の明確化
□ 事業継続⼒強化に取り組む⽬的や基本⽅針を定め、社内で共有しましょう。

リスク認識・被害想定

初動対応の整備

実効性の確保

□ ⼈員に関する影響 □ 建物・設備に関する影響 □ 資⾦繰りに関する影響
□ 情報に関する影響 □ その他の影響

□ ハザードマップ等を活⽤して、⾃社拠点で想定される⾃然災害リスク（地震・津波、⾵⽔害等）を把握しましょう。
□ ⾃然災害が発⽣した場合に、⾃社へ与える影響について認識しましょう。

□ ⾃然災害発⽣時の安全確保などに関して、具体的な対応⼿順を作成しておきしましょう。

□ 経営者は⾃然災害対策に積極的に関与し、取組を推進しましょう。
□ 平時からマニュアル作成や事前対策を推進していく体制を整備しましょう。
□ 訓練や教育などを実施し、⾃然災害対策の実効性を⾼めましょう。
□ 対応マニュアル等は、定期的に⾒直しを実施しましょう。

STEP 2

STEP 3

STEP 5

事前対策（経営資源対策の検討）STEP 4
□ 災害時の⼈員確保対策を検討しましょう。（例：代替要員の育成、緊急参集要員の任命など）
□ 浸⽔対策や耐震固定など設備類への対策を検討しましょう。
□ 損害保険への加⼊など、リスクファイナンスの対策を検討しましょう。
□ データのバックアップなど、情報資源への対策を検討しましょう。
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https://www.keizokuryoku.go.jp/resource/manual

https://www.keizokuryoku.go.jp/resource/manual


•（複数の中小企業者）あるいは
•（複数の中小企業者と大企業）が
•災害等の発生によって参加企業のいずれかに事業
継続の危機が生じた場合に、

Ø どのような対応や支援体制をとるか
Ø 危機が生じる前にどのような準備をしておくか

•を検討して共同で計画を策定し、経産大臣の認定
を受けるもの

連携事業継続力強化計画
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「連携」強化計画の策定手順

連携事業継続力の強化の目標1

災害等と事業活動に与える影響の想定2

連携の態様3

連携事業継続力強化の対策・取り組み4

計画の実効性を確保する平時の推進体制5
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連携の態様

56

連携の態様（モデルパターン）は
概ね以下の4つに分類されます

① 組合等を通じた⽔平的な連携
② サプライチェーンにおける
垂直的な連携

③ 地域における⾯的な連携
④ 相互補完・成⻑を志向した
企業同⼠によるお互い様連携
（認定申請書上の分類では、
「その他の連携の態様」と
なります）

組合型

・同業種・異業種団体間で協力
・人員の融通、設備の共同導入
・車両・倉庫の相互利用

地域型

・共同避難計画、共同訓練
・電源・備蓄品の共同管理

相互補完・成長型

・代替生産、人員・設備の融通
・原材料・部品確保の協力

• 被害情報の共有
• 上位企業による復旧⽀援

サプライチェーン型



強化計画策定支援事業

（独法）中小企業基盤整備機構による計画策定支援事業
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https://kyoujinnka.smrj.go.jp/

https://kyoujinnka.smrj.go.jp/


BCPと事業継続力強化計画の違い

58

事業継続計画（ＢＣＰ)

事業継続力強化計画

① 重要業務と目標復旧時間の決定
② 事業継続戦略（復旧・代替など）
③ 業務復旧・再開対応体制と再会プロセスの明確化
④ 継続的改善プロセスの明確化と訓練計画

① 事業継続力強化の必要性の認識
② 災害・脅威の認識と想定される被害の把握
③ 初動対応の策定
④ 事業継続に向けた事前準備（人・モノ・金・情報）
⑤ 実効性を高める取組（計画の見直し・訓練等）

認定制度なし

認定制度あり



BCP策定運用指針

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html
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https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html


事業継続計画（BCP)に記載すべきこと

1.基本方針 BCP策定･運用の目的、緊急時に事業継続を図る上での要点

2.BCPの運用体制 BCPの策定体制、運用体制、発動体制

3.中核事業と復旧目標 中核事業、目標復旧時間、中核事業継続に必要な重要業務、事業継続に係
る各種資源の代替の情報

4.財務診断と事前対策計画 復旧費用の算定、手元資金の状況、保険加入状況、事前対策の投資計画

5.緊急時におけるBCP発動 (1)発動フロー 発動フロー
緊急時活動項目と実施内容（記入様式）

(2)避難 避難計画シート

(3)情報連絡 主要組織の連絡先 従業員連絡先リスト
情報通信手段の情報 電話／FAX番号シート
主要顧客情報

(4)事業資源 中核事業に係るボトルネック資源
中核事業に必要な供給品目情報
主要供給者/業者情報
災害対応用具チェックリスト

(5)地域貢献 地域貢献活動
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[基本コース]記入様式



BCM（事業継続マネジメント）の概要

事業継続ガイドライン（内閣府）
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https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/sk_04.html


BCM（事業継続マネジメント）の概要

BCP（事業継続計画

Business Continuity Plan）

自然災害、感染症のまん延、事
件・事故、突発的な経営環境の変
化など不測の事態が発生しても、
事業を中断させない、または中断
しても可能な限り短い期間で復旧
させるための方針、体制、手順等
を示した計画
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BCM（事業継続マネジメント

Business Continuity Management）

BCP 策定や維持・更新、事業継続
を実現するための予算・資源の確
保、事前対策の実施、取組を浸透
させるための教育・訓練の実施、
点検、継続的な改善などを行う平
常時からのマネジメント活動



ＢＣＭの全体プロセス

方針策定

分析・検討

事業継続戦略
対策の検討

計画の策定

事前対策
教育訓練の実施

見直し・改善

63

• 基本方針策定
• 実施体制構築

• 影響度分析
• リスク分析・評価
• 重要業務/目標復旧時間の検討

• 重要製品・サービスの供給継続
• 中枢機能の確保
• 情報システムの維持
• 資金確保
• 法規制対応
• 地域との共生と貢献• BCP作成

• 事前対策の実施計画
• 教育訓練の実施計画
• 見直し・改善の実施計画

• 点検/評価
• 経営者による見直し
• 継続的改善

出典「事業継続ガイドライン（内閣府）」



重要業務と目標復旧時間

重要業務の選定

64

※ 単一（ほぼ単一）の商品・サービス提供の事業では、重要業務の
選定に時間をかける必要はない。

選定に際して評価を行う視点の例

•売上高/収益性/マーケットシェア
•顧客との関係（契約内容、供給責任）
•ブランド力/社会的信用
•従業員の雇用への影響
•公共性/社会的な影響

複数の商品・サービスを提供している企業において、
何を優先的に継続する業務とするのかを選定する。



重要業務と目標復旧時間

目標復旧時間の設定

65

※ 最初の段階では、時間もレベルも実現性が未検証の「案」である
と割り切って設定する。

重要業務をどれくらいの時間で復旧させるか

目標復旧レベルの設定 重要業務をどれくらいの水準まで復旧させるか



重要製品・サービスの供給

•目標時間内に目標レベルまで復旧させるために行う準備

•重要業務を成立させるためのプロセスと経営資源の洗い出し

•各経営資源の脆弱性・代替策の有無などを判定

•再調達期間などの調査
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経営資源

内部資源：従業員、建物・設備、情報システム

外部資源：原材料、外部パートナー、物流、インフラ

※ 手順を詳細に追う必要はないが、洗い出しが不十分だと対策が漏
れる可能性がある。



教育・訓練

机上訓練例
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内閣府「防災情報のページ」－「事業継続 啓発・訓練する」

ワークショップ訓練 ロールプレイング訓練

タイプ 討論型 対応型

概要 概括的な「状況」を提供し、与えられたテー
マについて十分な時間をかけ、チーム内で討議
し解決策を導き出します。
危機発生時の状況と、それぞれの対応方法に
ついて、多人数でさまざまな視点で考えること
に力点が置かれた訓練です。

訓練の進行を管理する「コントローラー」と
訓練を受ける「プレイヤー」に分かれ、コント
ローラーは時々刻々と変化する状況を「状況付
与」としてプレイヤーに提供します。
プレイヤーは厳しい時間的制約の中で自身の
役割に応じて与えられた状況に対応していくも
のです。
次々と与えられる状況下で実戦的な危機対応
能力を鍛えることに力点が置かれた訓練です。

特徴 参加者を主体に訓練を進行できるため、事前
準備が容易です。
討論型のワークショップ訓練は、ＢＣＰ等の
策定前の要点の整理、ＢＣＰ等を策定後の見直
し検証の場としても有効です。

特定の状況下を作るための事前準備に時間と
ノウハウを要します。
訓練目的やテーマを絞って様々な状況付与を
行うことで、複数の部門や企業間の連携などの
役割検証にも有効です。

https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/kk.html


何から着手するか

• BCP作成の機運を高める
•非常時連絡網によるコミュニケーションを図る。あるいは、安否
確認の抜き打ち訓練を行う。
•防災備蓄品を購入して目立つところに（あるいは個人別に）配置
する。
•会社の立地で可能性のある災害を調査する。
•事業が停止したときにいかにして復旧するか考えるワークを行う。
•自社の事業継続に関係する書類・情報（次ページ）を集める。

• BCP作成の号令
•社長がチームメンバーを選抜して、活動の目的を伝え動機づけを
行う。
•スモールスタートできるように、スコープを絞って検討する。
•こまめに進捗を共有・確認して、活動を止めないようにする。
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事業継続に関係する書類・情報

（考えられる書類や情報の一例）

69

1.会社全体 経営理念・社是・社訓、会社案内、登記情報、印鑑証明書

2.人的資源 従業員・パートアルバイト連絡先、退職者リスト

3.得意先 得意先（社名、連絡担当者）、契約書、決済条件

4.取引先 原材料、資機材、パートナー（外注先）リスト

5.建物 竣工図、機器の取扱説明書、建物・設備の修理窓口、現状写真

6.生産設備 生産設備の契約書、仕様書、取扱説明書、修理窓口、現状写真

7.情報システム
情報資産リスト、バックアップ媒体、復旧手順書、システム保守
契約書、システム保守連絡窓口

8.資金
預金通帳、決算書、不動産登記済権利証、損害保険契約書、金銭
消費貸借契約書



BCPの事業戦略への組み込み

セコマ丸谷会長（動画紹介）
「災害対応は、地域や顧客を大切にする企業理念を、現場のパートまで
浸透させることが重要」
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（令和2年度第1回中⼩企業「強靱化」シンポジウムトップセミナー）
https://www.youtube.com/watch?v=0I5w-Z0tKLk

30:30~40:00

https://www.youtube.com/watch?v=0I5w-Z0tKLk


ふりかえり
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•事業継続力強化計画とは
•企業経営を取り巻く脅威
•備えをしておくことの効果
•事業継続力強化計画の策定手順
•連携事業継続力強化計画
•事業継続計画（BCP)の取組手順



自己紹介 早坂 展（はやさかひろし）
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1963年6月札幌生まれ。

機械製造業（神奈川県）に6年間勤務したのち、1992年に札幌市役所に転職。

2011年に中小企業診断士登録。

2019年に開業（事業名：北海道ビジネスマネジメント）。

・中小機構北海道本部 ：中小企業支援アドバイザー

・札幌中小企業支援センター：応援コーディネーター

・中小企業診断協会北海道 ：理事、SDGs研究会

・中小企業家同友会 ：札幌東地区会幹事

得意分野 ：組織マネジメント、BCP策定、目標管理、IT導入

趣味 ：ドラッカー研究、ピアノ演奏、サッカー観戦


